
 

第６回 群馬県メンテナンス協議会 

 

 

                                        日 時：平成 27 年 12 月 21 日（月） 

                                              10:30～11:30 

                                        場 所：群馬建設会館Ｂホール 

                                                 （前橋市元総社町 2-5-3） 

 

 

議事次第 
 

 

１．開  会 

 

 

２．あいさつ（会長） 

 

 

３．議事 

（１）道路メンテナンス年報（完成版）の紹介 

（２）個別施策計画の策定について 

（３）Ⅳ判定の状況 

（４）地域一括発注について 

（５）集約撤去について 
 

 

４．その他 

 

 

５．閉  会 
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１．道路メンテナンス年報（完成版） 
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〇 全橋梁のうち、市区町村管理が約７割を占めており、米国と比較し
ても、日本の市区町村管理の橋梁数が極めて多いことが特徴です。

〇 塩害の影響地域にある橋梁は、塩害の影響地域以外と比べて健全
度が低い傾向にあり、地方公共団体が管理する橋梁はその傾向が
顕著です。

【参考】今後のデータ分析・活用の事例

道路メンテナンス年報の概要
○ 平成26年7月より、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１度、近接目視で点検を行い、点検結果として健全性を４段階に診断することになりました。
○ 道路メンテナンス年報は、道路インフラの現状や老朽化対策についてご理解頂くためにまとめたもので、今年度が初公表であり、主に平成26年度の点検実施状況、点検結果をとり

まとめています。
○ 道路メンテナンス年報は、行政関係者による点検結果を踏まえた今後の措置方針の立案だけではなく、大学や民間企業での維持管理分野の分析・研究開発での活用も期待して

います。

〇 平成26年度において、橋梁は全国約72万橋のうち、約6万橋の点
検を実施しました。

〇 なお、各管理者別の点検実施率は、全体で約9%、管理者別では、
国土交通省 約15%、高速道路会社約16%、都道府県・政令市等 約
12%、市区町村 約7%となっています。

出典）日本 道路局調べ(H26.12時点）,米国 FHWA（Federal Highway Administration）ホームページ （2014.12時点）

※StateにはFederal(約1万橋)を含む

市区町村の財政力指数と橋梁の点検実施率の関係

市区町村の財政力指数と要修繕橋梁の割合
（判定区分Ⅲ,Ⅳの占める割合）

財政力指数が低いほど、点検実施率が低い

財政力指数が低いほど、要修繕橋梁の割合が大きい

国
市区
町村

〇最優先で点検すべき橋梁の判定区分Ⅲ 、Ⅳの割合は、緊急輸送道路
を跨ぐ跨道橋が約14％、跨線橋が約25％、緊急輸送道路を跨ぐ道路
約14％となっています。（橋梁全体：約15％）

財政力指数

点
検
実
施
率
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道路附属物等

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成26年度実施状況

9%

13%

16%

■点検実施状況（橋梁・トンネル・道路附属物等）

〇 緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋、跨線橋、緊急輸送道路を構成する橋
梁について、それぞれの点検実施率は、約17%、約11%、約14%と、
いずれも、橋梁全体の点検実施率（約9%）を上回っています。

■点検実施状況（最優先で点検すべき橋梁）

10% 20% 24% 24% 23%橋梁

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

18%

15%

16%

22%
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22%

17%

19%

18%

22%

20%

17%

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

17%

11%

14%

9%

平成26年度実施状況

〇 平成26年度に点検を実施した橋梁のうち、緊急又は早期に修繕などの措置を行う必要のある橋梁が、国は約13％
（765橋）であるのに対して、市区町村では約16％（5,130橋）となっています。

〇 建設経過年数が長くなるほど、早期に修繕などの措置が必要な橋梁の割合が多くなっています。
〇 緊急措置段階である判定区分Ⅳの橋梁については、速やかに緊急措置を実施したところです。（年報にリストを添付）

■判定区分と建設経過年度（橋梁）

 
〔国土交通省〕 〔市区町村〕

■判定区分（最優先で点検すべき橋梁）

【参考】財政状況と点検実施状況・点検結果
点検実施状況（最優先で点検すべき橋梁） 点検結果（最優先で点検すべき橋梁）

点検実施状況（全体） 点検結果（橋梁）

平成２６年度の点検実施状況 平成２６年度の点検結果
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【参考】橋梁の現状
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２．個別施策計画の策定について 
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防災・安全交付金 社会資本整備総合交付金交付要綱

交付要綱附属第２編 交付対象事業の要件 p.357

３．改築（老朽化対策を主たる目的として行う更新事業に限る。）及び修繕に関す
る事業については、次に掲げる要件のいずれにも該当するものであること。

① 地方公共団体において「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定している
こと。
ただし、平成29 年度以降の措置とする。

② 橋梁、トンネル及び大型の構造物（横断歩道橋、門型標識、シェッド等）に係
る事業にあっては、道路法施行規則第４条の５の２の規定に基づく、近接目視
による定期点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であっ
て、「長寿命化修繕計画（個別施設計画）」に基づくものであること。
ただし、橋梁（橋長15ｍ以上のものに限る。）にあっては平成29 年度以降の

措置とし、橋梁（橋長15ｍ未満のものに限る。）、トンネル及び大型の構造物
（横断歩道橋、門型標識、シェッド等）にあっては平成33 年度以降の措置とす
る。
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インフラ長寿命化基本計画

インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ）

インフラ長寿命化基本計画
（国）

○インフラの長寿命化に関する基本方針
・目標とロードマップ
・基本的な考え方
・インフラ長寿命化計画の基本的事項
・必要施策の方向性
・国と地方の役割

H25.11 関係省庁連絡会議決定

インフラ長寿命化計画
（国の全分野）

・産学界の役割 等

インフラ長寿命化計画
（自治体レベルの全分野）

公共施設等
総合管理計画（国の全分野）

○基本計画の目標達成に向けた行動計画
・対象施設
・計画期間

（自治体レベルの全分野）

※省庁毎に策定 ※自治体毎に策定

総合管理計画

計画期間
・所管インフラの現状と課題
・中長期的な維持管理・更新コストの見通し
・必要施策の具体的な取組内容と工程
・フォローアップ計画

H26.5.21 国土交通省決定

フォ アップ計画
※施設特性に応じて必要施策を具体化

（施設毎の長寿命化計画）

○施設の状態に応じた詳細な点検・修繕・更新の計画

道路 河川 公共建築物 道路 河川 公共建築物
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6kh3x78n6sjp
テキストボックス

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
個別施設計画

6kh3x78n6sjp
線

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
出典：国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）説明資料    http://www.mlit.go.jp/common/001059871.pdf



インフラ長寿命化基本計画等の体系（イメージ）

安全性や経済性等の観点から必要性 ＜個別施設計画を核としたメンテナンスサイクルの実施＞

H25.11 政府（関係省庁連絡会議）決定

１．目指すべき姿

インフラ長寿命化基本計画
策定主体 ： 国

対象施設 ： 全てのインフラ

安全で強靱なインフラシステムの構築
行動計画

策定主体 ： 各インフラを管理・所管する者

安全性や経済性等の観点から必要性
が認められる施設

点検・診断 情
報
基
盤

基
準
類

行動計画において
具体化した取組を

＜個別施設計画を核としたメンテナンスサイクルの実施＞

H26.5.21 国土交通省決定

２．基本的な考え方

計 策定 容

総合的・一体的なインフラマネジメントの実現
メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化

インフラ機能の確実かつ効率的な確保
メンテナンス産業の育成
多様な施策・主体との連携

対象施設 ： 安全性等を鑑み、策定主体が設定

１．対象施設

２ 計画期間

行動計画において策定
することとした施設

修繕・更新
の
整
備
と
活
用

自らが管理・所管する施設のうち、安全性、経済性や重要性の観点か
ら、計画的な取組を実施する必要性が認められる施設を策定者が設定

類
の
整
備

具体化した取組を
推進

○インフラ長寿命化計画（行動計画）

計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全ての
インフラでメンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針

対象施設の現状と課題／維持管理・更新コストの見通し／
必要施策に係る取組の方向性等

３．計画の策定内容

個別施設計画
策定主体 ： 各インフラの管理者

対象施設 ： 行動計画で策定主体が設定

２．計画期間

３ 対象施設の現状と課題

「４．中長期的な維持管理・更新等のコストの見通し」を踏まえつつ、
「５．必要施策の取組の方向性」で明確化する事項の実施に要する
期間を考慮して設定
取組の進捗状況、情報や知見の蓄積状況等を踏まえ、計画を更新し
取組を継続・発展

施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画

対策の優先順位の考え方／個別施設の状態等／
対策内容と時期／対策費用等

４．必要施策の方向性

○個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

点検・診断 定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等

２．計画期間

１．対象施設
３．対象施設の現状と課題

４．中長期的な維持管理・更新等のコストの見通し

５．必要施策に係る取組の方向性

維持管理・更新等に係る取組状況等を踏まえ、課題を整理

把握可能な情報に基づき、中長期的なコストの見通しを明示

対象施設の現状と課題 中長期的な維持管理・更新等のコスト

行動計画で個別施設計画を策定することとした施設を対象

定期点検サイクル等を踏まえて設定
点検結果等を踏まえ、適宜、更新するとともに、知見やノウハウの蓄積を
進め、計画期間の長期化を図り、中長期的なコストの見通しの精度を向上点検 診断 定期的な点検 る劣化損傷 程度や原因 把握等

修繕・更新
優先順位に基づく効率的かつ効果的な修繕・
更新の実施 等

基準類の整備
施設の特性を踏まえたマニュアル等の整備、
新たな知見の反映 等

情報基盤の整備と活用
電子化された維持管理情報の収集・蓄積、
予防的な対策等への利活用 等

３．対策の優先順位の考え方

４．個別施設の状態等
点検・診断 例）点検未実施の施設を解消

修繕・更新 例）緊急修繕を完了

基準類の整備 例）点検マニュアルを見直し

対象施設の現状と課題、中長期的な維持管理・更新等のコスト
見直し等に照らし、必要性が高いと判断される事項について取
組の方向性を具体化 各施設の状態の他、果たしている役割や機能、利用状況等を踏まえ、

対策の優先順位の考え方を明確化

点検・診断によって得られた各施設の状態について、施設毎に整理

新技術の開発・導入

ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、

新材料等に関する技術等の開発・積極的な活用
等

予算管理
新技術の活用やインフラ機能の適正化による
維持管理・更新コストの縮減、平準化 等

［国］資格・研修制度の充実
方 維持管 部 適

５．対策内容と実施時期基準類の整備 例）点検マニュアルを見直し

情報基盤の整備と活用 例）プラットフォームを構築・運用

個別施設計画の策定 例）対象とした全ての施設で計画を策定

新技術の開発・導入
例）重要な施設の全てでセンサーによるモニタリン
グ

予算管理 例）個別施設計画に基づき計画的に配分

各施設の状態等を踏まえ、次期点検・診断や修繕・更新等の対策の内容と
時期を明確化

６．対策費用

計画期間内に要する対策費用の概算を整理

５．その他
戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示
計画のフォローアップの実施

体制の構築 ［地方］維持管理部門への人員の適正配置

［民間企業］入札契約制度の改善 等

法令等の整備 基準類の体系的な整備 等

６．フォローアップ計画

体制の構築 例）維持管理担当の技術職員を配置

法令等の整備 例）維持管理に係る基準を法令で明示
新技術の開発・導入

予算管理

体制の構築

法令等の整備行動計画を継続し、発展させるための取組を明記

＜メンテナンスサイクルを支える体制・制度等の充実＞
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6kh3x78n6sjp
長方形

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
出典：社会資本の老朽化対策会議(H26.5）



 

 

 

 

 

３．Ⅳ判定の状況 

 

 

資料－３
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国土交通省
関東地方整備局健全性がⅣとなる可能性がある場合の対応

・点検時Ⅳの
可能性あり

道路管理者

群馬県
メンテナンス
協議会（事務局）

有識者等
（大学教授等）

専門的技術支援者

緊急時（連絡）

必要に応じ連絡
（支援要請）

技術支援（支援要請した場合）

・Ⅳの診断

健全性判定区分Ⅳは、即措置および報告
緊急的な措置が必要な状況であることから、「通行止め」「通行規制」もしくは「応急措置」等を実施した後、
その措置方法を速やかに群馬県メンテナンス協議会に報告

関東地方整備局
道路保全企画室協議会に報告

Ⅳ判定

法定点検実施
（自治体等）

関係者・利用者
へ周知

ⅠⅡⅢ判定

・診断結果

群馬県メンテナンス
協議会（事務局）
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４．地域一括発注について 

 

 

資料－４
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公益財団法人 群馬県建設技術センター 

地域一括発注について 

 

1. 平成２８年度の道路施設点検業務一括発注の予定工程   

2. 公共事業における群馬県建設技術センターへの委託について   

3. 平成２８年度道路施設定期点検等の業務に関する支援要領（案） 
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（別表１）

2015 年 12 月 工　程　表
作 成 日

2015/12/7

2015年 2016年
内　　　容 担当 開始 終了 開始 終了 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 備　考

平成２７年度　点検業務

点検業務委託 ｾﾝﾀｰ 7/1 2/15

点検業務委託成果納品 ｾﾝﾀｰ 2/16 3/15

平成２８年度　点検業務

（次年度センター委託予定調査）
市町村
ｾﾝﾀｰ

11/27 12/25

地域一括発注　意向調査
市町村
ｾﾝﾀｰ

3/1 3/31

点検業務委託　歩掛調査
ｾﾝﾀｰ点
検会社

2/1 3/15

点検業務委託積算
（28年度単価決定）

ｾﾝﾀｰ 4/1 4/15

点検業務委託単価市町村送付 ｾﾝﾀｰ 4/15 4/30

定期点検　点検数量とりまとめ
市町村
ｾﾝﾀｰ

5/1 5/31

市町村・センター受委託契約
市町村
ｾﾝﾀｰ

6/1 6/30

点検業務委託設計書作成 ｾﾝﾀｰ 6/1 6/10

点検業務委託入札 ｾﾝﾀｰ 6/11 6/30

点検業務委託 ｾﾝﾀｰ 7/1 2/15

点検業務委託成果納品 ｾﾝﾀｰ 2/16 3/15

顧 客 名

県内市町村

プロジェクト名

予定日 実績日

平成２７年度道路施設点検業務委託工程案

作 成 者

技術支援係2015/12/1

開 始 日 完了予定日

2017/3/31

責 任 者

技術支援係

１
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群建技第２１０－２号
平成２７年１１月２７日

各市町村長
（土木・建設担当課） 様

県農政部及び環境森林部の
主管課長及び地域機関の長

公益財団法人 群馬県建設技術センター
理事長 堺 浩志

平成２８年度公共事業における群馬県建設技術センターへの委託について
（照会）

日頃から当群馬県建設技術センターをご利用いただきありがとうございます。
当センターでは、①公共事業の発注者業務を補完する土木工事の積算・施工管理

・完成検査業務のほか、②道路施設点検の一括発注・監理監督・維持管理計画検討
業務、③営繕業務として市町村が行う建築物の長寿命化対策や建築工事の積算・工
事監理・完成検査業務を受託させていただいております。

つきましては、年末の忙しい時期で誠に恐縮ですが、平成２８年度の当センター
ご活用予定について、下記によりご回答をお願いいたします。

また、本照会は主に土木・建設担当部署あて送付させていただきましたが、関連
部署（土木、上下水道関係のほか建築、教育委員会関係等営繕担当）にも照会いた
だけるよう、よろしくお願いいたします。

記

１ 提出書類 別記様式

２ 提出期限 平成２７年１２月２５日（金）

３ 提 出 先 公益財団法人 群馬県建設技術センター
住 所：群馬県前橋市大渡町１－１０－７（〒371-0854）
電 話：０２７－２５１－６８９１
ＦＡＸ：０２７－２５１－７４８４（ＦＡＸ可）
メール：koumu@gunma-kengi.or.jp（メール可）

４ 問い合わせ先 ①土木工事積算・施工管理：工務第一係 中澤
②道路施設点検・道路ストック総点検：技術支援係 米山
③建築物の長寿命化対策、建築積算監理検査：営繕係 山口

５ そ の 他 a) 記入に当たっては、別添の記入例を参考にしてください。
b) 参考資料として添付した委託単価(土木積算・施工管理、完成検

査)については、平成２７年度のものであり、平成２８年度は若
干の変動があると思われます。

c) 積算業務委託に付随し特別調査が発生した場合は、別途調査費
用が発生しますのでご了解願います。

d) 当センターで受託可能な箇所につきましては、とりまとめ次第、
別途ご通知させていただきます。

e) 本調査以降でも希望がありましたら随時受け付けていますので
担当者まで連絡をお願いします。

２
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別記様式　１号

市町村名：

担当課名：

担当者名：

連  絡 先：

当初
積算

変更
積算

施工
管理

検査

（注） １　委託料の欄は当センターで記入しますので空欄で結構です。
２　委託内容欄は、該当する部分に○印の記入をお願いします。
３　分割委発注予定の場合は、分かる範囲で発注単位毎の記入をお願いします。

優
先
順
位

平成２8年度　積算業務委託 ・ 施工管理業務委託・完成検査業務委託予定

委託料

（税抜き・円）

委託対象
本工事費

（税抜き・千円）

町または
大字名

道路河川名担当課名
委託内容委託

予定
月

委託業務概要
委託料

（税込み・円）
事業名

補
・
単

３
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別記様式　１号

市町村名：　☆☆☆町

担当課名：　◎◎◎◎課

担当者名：　□□　□□□

連  絡 先：　（０１２３）４５－６７８９

当初
積算

変更
積算

施工
管理

検査

1 補
地方道路交付金事業
（分割１号）

建設課 （町）○○○線 大字○○ 40,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します） 道路改良　L=300m 5月 ○ ○

2 補
地方道路交付金事業
（分割２号）

建設課 （町）○○○線 大字○○ 35,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します） 道路改良　L=250m 5月 ○ ○

3 単 社会資本整備交付金事業農林課 （町）△△△線 大字△△ 18,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します） 橋梁下部工　橋台２基 ９月 ○

4 補 公共下水道 下水道課 （町）◇◇◇線 大字◇◇ 60,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します） 推進工法φ450　L=650m 6月 ○ ○ ○

5 補 公園整備事業 教育委員会 ▽▽▽公園 大字▽▽ 70,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します）

基盤整備工　一式
園路工　L=400m

7月 ○ ○ ○

6 補 公共下水道 下水道課 （町）◇◇◇線 大字△△ 25,000
（センターで
記入します）

（センターで
記入します） 推進工法φ450　L=650m 12月 ○

（注）１　委託料の欄は当センターで記入しますので空欄で結構です。
２　委託内容欄は、該当する部分に○印の記入をお願いします。
３　分割委発注予定の場合は、分かる範囲で発注単位毎の記入をお願いします。

委託内容委託
予定
月

委託業務概要
委託料

（税込み・円）
事業名

補
・
単

優
先
順
位

平成２8年度　積算業務委託 ・ 施工管理業務委託・完成検査業務委託予定

委託料

（税抜き・円）

委託対象
本工事費

（税抜き・千円）

町または
大字名

道路河川名担当課名

４
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別記様式　２号

市町村名：

担当課名：

担当者名：

連  絡 先：

平成２8年度　道路施設点検・道路ストック点検業務委託予定

交付金
単独費
の別

事業名 路線名
町または
大字名

点検予定額又
は予算額
（単位：千円）

点検予定施設・数量 備考

５
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別記様式　２号

市町村名：

担当課名：

担当者名：

連  絡 先：

例  交付金
社会資本総合整備事業
橋梁定期点検

○級○道○○○号線ほか５路線 ○○○町○○○地内 15,000 橋梁２５橋
１５ｍ以上　10橋
１５ｍ未満　5橋

例 単独
道路施設点検業務委託
トンネル定期点検

○級○道○○○号線（○○隧道） ○○○町○○○地内 20,000 トンネル１坑　延長１５０ｍ 全幅員7.0m

（注）不明な点は技術支援係（℡０２７－２１０－８１４１）まで問い合わせてください。

備考

平成２8年度　道路施設点検・道路ストック点検業務委託予定

点検予定施設・数量
交付金
単独費
の別

事業名 路線名
町または
大字名

点検予定額又
は予算額
（単位：千円）

６
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別記様式　３号

市町村名：

担当課名：

担当者名：

連  絡 先：

担当課名・担当者名

（税抜き・円） （税込み・円）
当初
積算

施工
管理

検査 連絡先

（注） ※１　工事概要の欄は、記入例を参考にして、わかる範囲で記入して下さい。（後ほど当センターから、お問い合わせ致します。）
※２　委託料の欄は当センターで記入しますので空欄で結構です。
※３　委託内容の欄は、該当する部分に○印の記入をお願いします。

委託内容（※３）

平成２8年度　営繕業務委託予定

補
・
単

担当課名 施設名 工事概要（※１）

委託対象
工事費
（税抜き・千
円）

委託料（※２）
委託予
定月

７
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別記様式　３号

市町村名：　☆☆☆町

担当課名：　◎◎◎◎課

担当者名：　□□　□□□

連  絡 先：　(○○)○○-○○

担当課名・担当者名

（税抜き・円） （税込み・円）
当初
積算

施工
管理

検査 連絡先

補 建設課 ○○○支所
増築工事、○○㎡、RC造、2階
建、既存部分改修とも

○○○　  （センターで記入します）  （センターで記入します） 5月 ○ ○ ○
◎◎課・△△　△△
(○○)○○-○○

補 建設課 ○○○公営住宅 屋上防水工事、外壁改修工事 ○○○　  （センターで記入します）  （センターで記入します） 5月 ○
◎◎課・△△　△△
(○○)○○-○○

単 建設課 △△△支所 空調設備改修工事 △△△　  （センターで記入します）  （センターで記入します） ９月 ○ ○ ○
◎◎課・◇◇　◇◇
(○○)○○-○○

単 建設課 ◇◇◇市民体育館 アリーナフロアー改修工事 ◇◇◇　  （センターで記入します）  （センターで記入します） 6月 ○
◎◎課・△△　△△
(○○)○○-○○

補 教育委員会 ▽▽▽小学校
特別教室棟建替工事、○○㎡、
RC造、１階建

▽▽▽　  （センターで記入します）  （センターで記入します） ７月（夏休み中） ○ ○ ○
◎◎課・□□　□□
(○○)○○-○○

補 教育委員会 ◇◇◇中学校 トイレ改修工事 ◇◇◇　  （センターで記入します）  （センターで記入します） ７月（夏休み中） ○ ○ ○
◎◎課・□□　□□
(○○)○○-○○

（注） ※１　工事概要の欄は、記入例を参考にして、わかる範囲で記入して下さい。（後ほど当センターから、お問い合わせ致します。）
※２　委託料の欄は当センターで記入しますので空欄で結構です。
※３　委託内容の欄は、該当する部分に○印の記入をお願いします。

委託予
定月

委託内容（※３）

平成２8年度　営繕業務委託予定

補
・
単

担当課名 施設名 工事概要（※１）

委託対象
工事費
（税抜き・千
円）

委託料（※２）

８
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平成２８年度 道路施設定期点検等の業務に関する支援要領（案）

平成２７年１２月

公益財団法人 群馬県建設技術センター

I.事業目的 

公益財団法人群馬県建設技術センター（以下：「センター」と表示）は、道

路橋定期点検、道路トンネル定期点検、シェッド・大型カルバート等定期点検、

横断歩道橋定期点検、門型標識等定期点検のほか道路ストック総点検業務の事

務を支援する。 

II.業務範囲

 道路施設の定期点検・診断業務のほか、長寿命化計画策定業務、維持管理計

画策定業務を受託し、業務委託発注、監理、監督をする。 

III.適用基準

群馬県橋梁定期点検要領（案）【改訂版】（平成23年1月）、道路トンネル定

期点検要領（平成26年6月）、シェッド、大型カルバート等定期点検要領（平成

26年6月）、横断歩道橋定期点検要領（平成26年6月）、門型標識等定期点検要

領（平成26年6月）、道路ストック総点検要領（平成25年4月）を本点検業務の

適用基準とする。 

IV.募集期間

 地域一括発注にあっては、交付金予算の交付申請提出までの間（例年、４月

下旬頃）とする。なお、単独予算、補正予算については、随時受け付ける。 

V.契約方法 

契約方法については、以下の事務手順とする。 

1. 点検業務委託単価を県内市町村へ送付。

2. 各市町村において点検数量を試算し、センターあて委託契約希望を通知。

（別紙１「建設相談事業申込書」の記載参照）

3.受委託契約締結。（契約書は、別紙２の書式を使用）

VI.実施方法

県内市町村からの依頼を取りまとめ、点検業務を、地域・点検項目・点検数

量等を考慮した上で一括発注し、センターで監理監督する。

VII.納品

点検業務成果として、業務委託期間末日までに報告書を提出する。

９
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様式第１号

建 設 相 談 事 業 申 込 書

  平成  年  月  日

   公益財団法人群馬県建設技術センター事務局長 様

 （市町村名：担当課名）

  （押印不要）

* 
事

業

種

別

１ 道路橋梁等

２ 河川砂防等

３ 下水道等

４ 建 築 等
５ その他

事 

業 

名

○○○事業

○○○○○業務委託

希

望

時

期

年度内

（定期）    月実施

（臨時）   月   日

相

談

区

分

１ 建設事業の計画段階における執行及び技術に関すること。

２ 建設事業の計画又は、実施における技術的調査に関すること。

３ 建設事業の調査設計等の委託成果品の審査に関すること。

４ 建設事業の工事施工における監理及び検査等に関すること。

５ その他、センターで助言・指導可能な事項に関すること。

事

業

の

概

要

道路施設定期点検・道路ストック総点検に係る下記業務を依頼する。

橋梁定期点検 ○線ほか（数量）線  （数量）橋

（内訳）   橋長 100m 以上   （数量）橋

橋長 50m 以上 100m 未満  （数量）橋 
橋長 15m 以上 50m 未満  （数量）橋

橋長 10m 以上 15m 未満  （数量）橋

橋長 5m 以上 10m 未満  （数量）橋

橋長 2m 以上  5m 未満  （数量）橋

（※ 橋梁については、橋長内訳を記載願います）

トンネル定期点検 ○線ほか（数量）線 （数量）坑 （数量）ｍ

舗装総点検 ○線ほか（数量）線 総延長（数量）ｍ

法面・盛土・擁壁総点検 ○線ほか（数量）線 総延長（数量）ｍ

道路附属物総点検 ○線○線ほか（数量）線 （数量）基

横断歩道橋 ○線ほか（数量）線 （数量）橋

シェッド・大型カルバート ○線ほか（数量）線 （数量）基

整理番号

区分番号

１０
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業務委託契約書

１  業務の名称      平成   年度  

  ○○○業務委託  

２  履 行 期 間      平成○○年○○月○○日から   

   平成○○年○○月○○日まで  

３  業務委託料    金○，○○○，○○○円  

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額○○，○○○円  

  上記の委託業務について、委託者  ○○○長  ○○  ○○（以下「発注者」という。）と

受託者  公益財団法人群馬県建設技術センター  理事長  堺  浩志（以下「受注者」とい

う。）は、次の条件により契約を締結する。  

  （総  則）  

第１条   受注者は、設計図書に基づき、頭書の金額及び履行期限までに   委託業務（以下

「業務」という。）を完了しなければならない。  

  （業務工程表）  

第２条  発注者は、契約締結後必要に応じて、受注者に対し、業務工程表の提出を求める

ことができる。  

  （監督員、業務主任技術者）  

第３条  発注者は、この契約の履行について、自己に代って監督し、若しくは指示する監

督員を定め、また、受注者は、業務履行の技術上の管理をつかさどる業務主任技術者を定

め、それぞれ書面により通知する。  

  （権利義務の譲渡等）  

第４条  受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し又は承継させ

てはならない。  

２  受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、発注者

へ書面により請け負わせた者の商号又は名称その他必要な事項を通知する。  

 （委託業務の調査）  

第５条  発注者は、必要があると認めたときは、受注者に対して業務の処理状況につき調

査し、   又は報告を求めることができる。  

  （業務内容等の変更）  

第６条  発注者は、業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止することができる。こ

 の場合において、委託料又は履行期限を変更する必要があるときは、発注者受注者協議

して書面   によりこれを定める。  

１１
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  （履行期限の延長）  

第７条  受注者は、その責めに帰すことができない事由により、履行期限までに業務を完

了することができないことが明らかになったときは、発注者に対して遅滞なく、その事由

を附して履行期限の延長を求めることができる。この場合において、その延長日数は発注

者受注者協議して定める。  

  （損害のために必要を生じた経費の負担）  

第８条  業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のため生じた

経費は、受注者が負担する。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰する事由による

場合においては、この限りでない。  

  （検査及び引渡し）  

第９条  受注者は、業務を完了したときは、遅滞なく発注者に業務完了報告書を提出しな

ければならない。  

２  発注者は、前項の報告書を受理したときは、その日から起算して１０日以内に、当該

成果品をもって検査を受けなければならない。  

３  受注者は、前項の検査の結果、補正を命じられたときは遅滞なく当該補正を行い、再

検査を受けなければならない。  

４  第２項の検査に合格したときをもって、当該成果品の引渡しを完了とする。  

  （委託料の支払）  

第１０条  受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者に対して委託料の

支払を請求するものとする。  

２  前項の規定による請求は、前払金等を受けている場合は、その額を控除した額につい

て行う。  

３  発注者は、前項の支払請求があったときは、その日から３０日以内に支払わなければ

ならない。  

 （前払及び部分払）  

第１１条  受注者は、業務完了の時期を保証期限とする公共工事の前払い保証事業に関す

る法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第５項に規定する保証契約を締結し、その保

証証書を発注者に寄託して、業務委託料の３／１０以内の前払いを請求できる。  

２  受注者は、前項の規定に拘わらず業務の一部が完了し、かつ、その性質が可分である

ときは、業務一部完了報告書を提出のうえ当該業務委託料相当額を請求することができ、

その請求する額は次の方式により算定して得た額とする。  

  部分支払額≦業務委託額×（１－前払額／業務委託額）  

３  前項の場合は、第９条第２項から同条第４項までを準用する。  

  （契約の解除）  

第１２条  発注者は、受注者がこの契約に定める業務を履行しないときは、催告を行うこ

となくこの契約を解除することができる。  
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  （損害賠償）  

第１３条  受注者は、この契約に定める義務を履行しないため、発注者に損害を与えたと

きは、この損害に相当する金額を損害賠償として、発注者に支払わなければならない。  

  （秘密の保持）  

第１４条  受注者は、業務の遂行上知り得た秘密又は不利益となる事項を他人に漏らして

  はならない。  

  （契約の費用）  

第１５条  この契約に要する費用は、受注者の負担とする。  

  （契約外の事項）  

第１６条  この契約に定めのない事項又はこの契約の条項について疑義が生じた場合は、

発注者受注者協議して定める。  

この契約の締結を保証するため、契約書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自そ

の１通を保持する。  

   平成○○年○○月○○日  

  発注者   委託者    ○○市・郡○○町○○○  

○○○長   ○○  ○○  

  受注者  受託者    前橋市大渡町一丁目１０番地の７  

  公益財団法人群馬県建設技術センター  

理  事  長   堺    浩  志  

１３
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５．集約撤去について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－５ 
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（参考） 跨道橋の撤去に関する取り組み事例

〈撤去に関する主な経緯と今後の予定〉

○山梨県西桂町では、自らが管理する跨道橋の撤去に向け、手続
きを進めているところ

〈跨道橋の概要〉

【山梨県西桂町の跨道橋撤去】

昭和44年 中央道富士吉田線開通
・・・日本道路公団（当時）が既存の道路の機能補償として付替整備し、
西桂町へ移管

平成26年11月 西桂町が「跨道橋撤去に係る基本方針（案）」を策定

平成26年11月
～平成27年1月

西桂町が跨道橋２橋の撤去に関する意見募集実施

平成28年度 撤去予定

大月JCT方向

河口湖IC方向

溝上橋（みぞうえばし）月夜の平橋（つきよのひらばし）

昭和44年架設（架設後46年経過）
橋長 41m、幅員 3m

昭和41年架設（架設後49年経過）
橋長 40m、幅員 3m

●

山梨県西桂町

にし かつら ちょう

にし かつら ちょう
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